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研究成果の概要（和文）：　インドネシアの民主化と地方分権化、さらにその後の経済成長はジャワ島農村を大きく変
化させ、土地を持たない世帯が80%を占めるに至り、1904年の32%、1990年の56%を大きく上回った。この変化は、世帯
規模の縮小と世帯数の増加、農村内非農業部門の展開と、ジャカルタなどへの出稼ぎ労働力の結果であり、人口増加は
この間、少なかった。
　19世紀後半、森林や灌漑排水の国家による整備管理が進んだ。しかし、民主化・分権化の結果、それまのでサトウキ
ビの栽培強制が2世紀ぶりになくなり、土地利用の自由化が進んだ。今日、住民の創意が生かされ、集約農業(赤玉ねぎ
等)や非農業(煉瓦つくり）、私有地植林が展開している。

研究成果の概要（英文）： Democratization and decentralization since 1998, and following economic developme
nt,especially after 2008 in Indonesia has brought about big changes of Javanese Rural socio-economy. The p
ercentage of landless households increased to 80% in 2012, from 56% in 1990, or 32% in 1904. This change w
as partly because of the increase of the number of household and the decrease of per-household member, and
 partly because of the development of non-agricultural sector as well as increase of temporary migration t
o Jakarta. On the other hand the number of population did not increase largely.
  Faced with deforestation and water shortage at the latter half of 19th century, forest management and ir
rigation/drainage control by state was strengthened. Present democratization abolished the coerce cultivat
ion of sugar cane. People's initiatives promote the business of intensive agriculture (red onion), non-agr
iculture(ex. brick making and apparel), and tree planting at the private marginal lands.
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１．研究開始当初の背景 
1998 年以降のインドネシアは、民主化・地

方分権化が進められる一方、中国・アセアン

自由貿易協定などの自由貿易主義が進み、さ

らに近年、6%前後の経済成長を達成している。

このようなインドネシア経済社会の大きな

変化は、ジャワ島の農村社会経済にどのよう

な影響を及ぼしているのであろうか。 

 かつて、スハルト体制下、インドネシアに

おける緑の革命というべき、ビマス・インマ

ス政策が 1960 年代後半より推進されたとき、

高収量品種の導入が農村経済社会に及ぼし

た影響をめぐって、幾多の研究が実施された。

研究は、農業生産自身にとどまらず、農業生

産の増加の結果、非農業部門はどのような変

化を遂げたのかを問い、またジャワ農村経済

史における意味合いも対象にした。 

 しかし、1990 年代中盤になると、ジャワ

農村社会経済研究への情熱が薄れ、特に、

2000 年代に入ったのちは、オイルパームや

アカシア・アカシカルパなどの栽培が進む一

方で森林消失が進むスマトラやカリマンタ

ン農村に研究関心が移って行った。いわば、

1990 年代でその認識の新たな歩みが止まっ

てしまったかに見えるジャワ農村は、この間

のインドネシア経済社会の変化の中でどの

ような変容を遂げているのであろうか。 

 緑の革命時、中央集権・トップダウンの性

格を持った高収量品種作付の事実上の強制

は、1998 年以降の民主化・分権下、ローカ

ルノレッジや下からのイニシアティブ、さら

に生物多様性が重んぜられる時代にどのよ

うに変化しているのであろうか。 

一方、スハルト政権の下では村落単位協同

組合（KUD）が重視され、協同組合を通じた

コメの集荷、あるいは国営の砂糖精製工場に

納入するサトウキビを栽培するため、補助金

が十分措置された住民糖業集約栽培（TRI）

が実施されていた。しかし、アジア通貨危機

の際の IMF との覚書によって住民糖業集栽

培は中止され、また農業補助金全般が大幅に

削減される中、村落単位協同組合も活動を大

幅に低下させた。このような農業政策の大幅

な変更は農業や農村経済にどのような影響

を与えているのであろうか。 

２．研究の目的 

本研究はこれらの問いに答えるため、本研

究代表者らが 1990 年に、ジャワ島中ジャワ

州プマラン県やプカロンガン県において農

家経済調査を中心とする農村調査を実施し

た調査村地域において、再度、農家経済調査

や農村調査を実施した。 

 本研究はまた、1990 年、そして、1998 年

以降のジャワ農村社会経済の変化を、19 世紀

以来のジャワ農社会の変化に中に位置づけ

るとこを目指している。 

本研究プロジェクトの第一のデータベース

は、1914 年に刊行された、ファン・モルおよ

びヤコブ著『数字にみるデサ民衆経済』の 2

巻本（全蘭印糖業連合会発行）の当該村落デ

ータである。同書は、当時の中ジャワ州チョ

マル旧郡（District Tjomal）の全域 165 キ

ロ平方メートルの 92 カ村のうちの 24 カ村

2,899 世帯を 1903 年から 1905 年に行った悉

皆調査結果である。 

 1990 年から 1992 年に実施された、いわゆ

るチョマルプロジェクト(以下、第一次チョマ

ルプロジェクトと呼ぶ)は、英語、インドネシ

ア語および和文の研究書を刊行した。 

 本研究プロジェクトの第2のデータベース

は、この第 1次チョマルプロジェクトが 1990

年に実施した500世帯に対するセンサス調査、

およびうち200世帯に対する農家経済調査デ

ータである。第 1次チョマルプロジェクトで

は、1904 年に調査された 28 カ村の中から 6

カ村を選んでサンプル調査を実施、うちプサ

ントレン村とカランテゥンガー村の2カ村で

て農家経済調査を実施した。今回の 2012 年

の調査は、上記の 6カ村について、無作為抽



出により 1000 世帯を選び、そのすべての世

帯に農家経済調査を実施した。 

 これらの調査に基づきに、本研究は、1990

年から2012年までの22年間にどのような変

化があったのかを問うと同時に、この変化を、

19 世紀以降の歴史の中に位置づけようとす

るものである。その際、第 1 次チョマルプロ

ジェクトで検討された、人口、農業生産の伸

び、耕地面積の変化、農村内非農業部門の変

化を追うと同時に、第 1 次チョマルプロジェ

クトでは注目されなかった森林面積の変化

や森林管理、あるいは水や灌漑などの変化、

土地利用の変化、さらに、病気や疫病などに

対する住民の対処やセーフティネットの在

り方やその変化にも注目することを狙った。 

 このような本研究は、日本・インドネシア・

オランダ三国の共同プロジェクトとして実

施した。日本からは本研究代表者である水野

広祐が所属する京都大学東南アジア研究所

が、インドネシアからは、プジョ・スメディ

氏の属するガジャマダ大学文化学部が、オラ

ンダからはアムステルダム大学人類学科（フ

ルベン・ノーフボーム氏)が参加協力した。 

 本研究には、他に、日本（下の６で述べる

各氏）、オランダ（アチュール・ファン・ス

カイク等）インドネシア(ガジャマダ大学ア

グン氏等)から多数の研究者が参加した。 

３．研究の方法 
３－１．調査地区の概要 

 本研究プロジェクトの要である 1000 世帯

の農家経済調査は、2012 年 7月から 9月終わ

りまでの間、プマラン県チョマル地方の 6カ

村で実施した。この 6カ村は、第 1次チョマ

ルプロジェクトと同様である。  

 1903 年から 1905 年に調査対象となった旧

チョマル郡は、前述の面積に 84,005 人が住

み、当時の人口密度は平方キロメートルあた

り 510 人であった。旧チョマル郡には製糖工

場があり、広く糖業が展開し、甘蔗栽培のた

めの灌漑なども発展した農業先進地域であ

り人口密度も高かった。 

 これが 1988 年には、面積が 225 平方キロ

メートルとなった。非森林化の結果流出した

土砂は多くチョマル河を通って海岸につも

り陸地を拡大した。一方、人口は、25万 1,290

人となり人口密度は、1平方キロメートルあ

たり 1,117 人であった。1904 年から 1988 年

の年平均人口増加率は、0.56％であり、ジャ

ワ島全体の 1.49％に比べかなり少なかった。 

 旧チョマル郡の範囲でみると、1988 年は村

の数は69であった。一村あたりの住民数は、

1904 年時点では 913 人であったのが、1988

年には 3642 人になった。 

 この地域範囲の人口は、2012 年には 30 万

4,842 人になった。面積は微増して、226 平

方キロメートルとなり、人口密度は、1平方

キロメートルあたり 1,349 人に増加したが、

1988 年から 2012 年の間の人口増加率は、年

平均 0.35%と伸び率が下がり、これはジャワ

島全体の 1.19％よりかなり低かった。この

2012 年の村落数は 71 で、一村落あたりの人

口は 4,294 名であった。 

 一方、調査 6カ村が属する 4つの郡の人口

密度を見ると、海岸部や幹線道路に面すウル

ジャミ郡で人口密度は 2012 年で 1平方キロ

メートル当たり1,826人、チョマル郡は3,300

人と大変高く、同じく街道が郡の真ん中を通

るアンペルガディン郡は 1,227 人、一方、街

道から離れて部に位置し、一部は丘となって

いるボデー郡は 619 人であった。 

現在の郡の人口推移は、1961 年から追える。

これらの 4つの郡で、1961 年から 2012 年ま

での人口増加率が最も高かったのは、海岸部

のウルジャミ郡や街道に近いチョマル郡で

1961 年から 2012 年までの年平均人口増加率

は 0.62%であった。海岸部は、1980 年にエビ

養殖場が展開するなど、いわばこの地域のフ

ロンティアを形成しており、実際、1961-1990

年の期間も人口成長率が高かった。 



次に高いのは同様に街道に近いアンペル

ガディン郡で 0.59%、最も低いのが南部の丘

陵地も含むボデー郡で 0.47%であった。ただ

し、1990 年から 2012 年までの期間は、どの

村も人口増加率を下げており、下げ率の低い

村（増加率 0.5%前後）は、海岸部の養殖業や

マングローブ栽培が進んだウルジャミ郡プ

サントレン村、および南部の丘陵地などの開

発の余地のある地域であり、一方、街道に近

い地域など調査地域中部は人口密度がすで

に高い・人口流出が多いこともあり人口増加

率は少なかった(0.2 パーセント前後) 。 

３-２．調査の概要 

 今回の調査サンプル 1000 世帯の選定にあ

たっては上記の人口増加率の各村における

ばらつきを考慮して、村ごとのサンプル数を

決定した。 調査では、20 人のガジャマダ大

学学生の協力を得て世帯インタビューを行

い、調査票データは調査村においてパソコン

に入力するように努めた。 

 さらに調査地域を中心とする広域の衛星

画像や、航空写真を得て GIS 分析に用いた。

さらに、歴史地図や郡や県からの諸報告書を

得て分析に用いた。 

 農家経済調査では、世帯構成、世帯主の親

族系譜、家畜・屋敷地・家屋・農地・農具の

所有、稲作および他の作物の生産、非農業部

門の経済活動、労働力移動、預金、借金、樹

木の植林について調査した。 

 これらのデータから、農地の所有および用

益、農地や労働力の生産性、非農業部門の経

済活動、親族系譜 Trah と村長らの村落エリ

ートの関係、労働力移動などの研究が可能で

ある。さらに、文書館研究、聞き取り調査に

より、土地利用・森林・灌漑・排水の変化な

ど、生態環境の変化に関する研究を進めた。 

４．研究成果 

まず、きわめて重要な発見は、今日、79.6%

もの世帯が農地を所有しないという事実で

あった。 1903-5 年時点ではこの数字は

31.6%、1990 年では 56.8％の世帯が農地を主

有していなかったので、過去 21 年間の間に

極めて多くの土地なし世帯が生まれたこと

になる。このような変化の原因としてまず考

えられる要因は人口増加であろう。しかしな

がら、上記のように、1990 年から 2012 年ま

での期間はこの地区では人口増加率は 0.35

パーセントとむしろ低く、その増加率は、

1904 年から 1990 年までの伸び率をも下回っ

ていたのであった。調査データから得られた

他の重要な要因は、世帯規模の縮小とこれに

から考えらえる世帯数の増加である。すなわ

ち、1990 年は平均世帯員数が 5.17 名であっ

たのが、2012 年では 3.72 人まで低下した。

このように世帯員数の減少から世帯数は増

加し、限られた土地に対して土地を所有しな

い世帯が急増することになった。他方、土地

がなくとも生活できる世帯の増加であろう。

世帯主の第一の職業が農業である世帯は、

1990 年時点で 56.4%であったのが、2012 年は

32.5％にまで減少した。一方、世帯主の職業

に農業が含まれない世帯が、1990 年の 23.6%

から 2012 年には 49.7%にまで増加した 

このような変化と、世帯主の教育水準の変

化は対応しよう。高校卒業以上の世帯主は

1990 年では 4％であったのが、2012 年には

12.8％に上昇した。一方教育を受けたことの

ない世帯は、1990 年が 27.4%であったのが、

2012 年には、14.9%に減少した。 

農業部門では、かつてのような稲作におけ

る特定品種の作付強制が姿を消し、住民にと

っての品種選択肢が広がった。種もみ供給主

体も多様化した。なかには、在来種を栽培す

る農民も存在する。他方、病害虫の蔓延から

より多くの農薬が用いられ除草薬の投入も

普通になった。 

非農業部門では、様々な住民による創意工

夫が生かされていると言えた。プサントレン

村のブローニスとよばれるケーキの製造販

売は特筆すべきであろう。1990 年には全くな



かった。ジャカルタなどで製法を学んだ住民

が各地で製造販売を展開し、村内で製造して

周辺の町で販売するものも多い。あるいは、

カランテゥンガー村のスポーツシャツ縫製

業は、ジャカルタの工場と自営業で働き経験

を積んだ村民が、中古の編み機を購入、村で

10 数人を雇用してビジネスを展開している

のであった。さらにチビウク村の半ズボン製

造・販売業者は、その販路を全国に広げ、村

民は行商人として、パプアまで飛行機で行く。 

これらの創意工夫に、民主化・地方分権化

も一役買っている。調査地では、19 世紀以来、

サトウキビの栽培が事実上強制されてきた。

しかし、1998 年以降住民糖業栽培事業の終了

によってその強制も終了した。その結果、土

地利用が自由になり、土地所有者には、今日、

田の土を使ってレンガを製造するものがい

る。また、多くの費用がかかるが利益も多い

赤玉ねぎ栽培に集約的に取り組む者もいる。 

これらの変化を、この地域の 19 世紀から

の変化の中に位置づけると興味深い。 

19 世紀後半、ジャワ島の森林が急速に減少

することに危機感を抱いた植民地官僚は、森

林行政を強化する。国家が所有し管理する森

林を拡大してゆく。毎年、測量し、地図を作

り境界を定めて国有林を拡大してゆく。その

過程で、住民の焼畑が禁止され境界から追い

出されてゆく。そのような森林保全は多分に

住民に対して敵対的であった。このような整

備・管理は、水に対しても進められてゆく。

19 世紀はじめ以来の伝統的ジャワ灌漑シス

テムは問題が多く水不足、洪水を防げなかっ

た。これに対し、19 世紀終盤、調査地域では

灌漑路・排水路の整備が系統的に進められる。

これにより今日のチョマル川の水路が整備

され洪水も制御される。しかし、ここでも行

政や資本の利益が優先され、住民は水を盗む、

とされ規制が強められる。 

このような森林や水の保全が住民の利益

を往々に損なう歴史が続いてきたなか、今日

サトウキビ栽培強制がようやく廃止され住

民の創意工夫が活かされるに至っている。今

日、住民は積極的に自らの土地に植林し、森

林がむしろ拡大しいている。この拡大は伝統

的な国家による森林管理の結果ではなく、住

民の自由意思による植林がもたらしている

のであった。 

 このような、住民のイニシアティブを促進

しているという意味において今日の民主

化・分権化は、住民経済の発展を促している

面がある。今日のインドネシア経済の発展に

一定歩調を合わせる形で農村経済が展開し、

過疎を生まない農村発展が展開していると

言え、農工間、都市農村間のバランスからみ

て大きな意味がある。ただし、そのようなビ

ジネスの展開が農村内の所得分配の観点か

らどのような意味があるのでえあろうか。私

たちのデータはその問いへの答えを可能に

する。本稿で触れることができなかった諸課

題の研究を含め、今後の研究により回答して

ゆきたい。 
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